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研究成果の概要（和文）：中学生の学習意欲や友人関係形成意欲、学級活動意欲,進路意識を向上させる学級集団の状
態像を明らかにした。さらに，良好な学級集団の状態を規定する要因は、集団士気、斉一性（集団規範・ルーティンの
行動）、愛他性、集団機能（P機能・M機能）、集団圧、集団同一視（子ども同士・教師・学級集団）の10の機能により
説明されることを明らかにした。これらの10の学級集団の機能を学級集団発達のプロセスに位置づけて整理し、より効
果的に学級集団を育成するにはどのような順序や指導行動が求められるのかを検証し、教師が学級経営を行う際の指針
を作成した。

研究成果の概要（英文）：This study revealed the state image of class groups that improves junior high 
school students’ motivation for learning, friendship formation, class activity, and for their future 
career path. Furthermore, the study also revealed that the factors to organize the good state of class 
group are illustrated by the following 10 functions: group morale, uniformity (group norm and routing 
activity), altruism, group function (Performance-Maintenance), group pressure and group-identification 
(child-child, child-teacher and child-group). These 10 class group functions are arranged based on the 
process of class group development, followed by the examination of procedure and instruction to foster 
class group more effectively, and guideline of class group management for teachers is created.

研究分野： 教育心理学

キーワード： 学級集団　教師の指導行動　学級集団発達　学習意欲　ソーシャルスキル　学び合い　友人関係　学級
活動意欲
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１．研究開始当初の背景 
 学級集団の独自性については，Getzels 

＆Thelen(1967,註 1)の研究によって指摘さ

れ始め，学級集団を，一斉授業を展開する学

習集団の側面だけではなく，諸々の活動を積

極的に取り入れた生活集団の側面も重視す

る日本では，学級集団の研究はその発達過程

を視野に入れながら研究が続けられてきた。

根本(1991,註 2)はこれまでの研究を整理し，

学級集団は児童生徒間の相互作用，集団の分

化，集団機能の変化などによりその様相は変

化することを示し，それを学級集団の発達過

程と定義した。学級集団発達には，一定の方

向性がある，段階により集団として満たされ

なければならない機能が異なる，ことなどを

明らかにしている。さらに，学級集団の機能

として，モデル機能や集団圧力による行動の

強化など，児童生徒の学習や学級活動に対す

る意欲を高めることが指摘されている。 

 日本の学校現場では，1970 年代半ば以降，

校内暴力，いじめ，不登校の問題が頻発する

ようになり，1980 年前後に，全国の中学校，

高校において校内暴力がピークに達し，荒れ

る学校，学級の問題が注目された。さらに

1990 年代半ばになると，小学校においても

一斉形態の授業や学級活動が成立しない「学

級がうまく機能しない状況」，いわゆる，学

級崩壊の問題が社会問題となった。旧文部省

も 1998 年に「学級経営研究会」を立ち上げ，

実態把握を行った。そのまとめ(註 3)は，問

題発生の複合性を強調し，代表的な 10 のケ

ースの報告とその対策を示した。しかし，こ

のような状況に対する学級集団発達の視点

での解明には至っていない。全国連合小学校

長会は，2005 年度の調査結果から学級崩壊

の状態にある学級は，小学校の 8.9%にのぼ

っていることを報告している(2006,註 4)。つ

まり，学級集団はいくつかの要因が重なると

負の方向に向かうこと，集団教育という学校

の機能が成立しない学級の状態が，日本の学

校現場で一定数出現していることがこの調

査でも示されたのである。 

申請者は220学級を対象にして調査研究し，

学級集団の状態の差が，学級内のいじめの発

生数と児童生徒の学力の定着率に有意な影

響をもたらしていることを実証的に明らか

にした(河村,2008,註 4，5)。さらに申請者は，

2009 年から 3 年間の科学研究費の助成研究

により，小学生の学習意欲や友人関係形成意

欲，学級活動意欲を向上させる学級集団の要

因を検証し，小学校における学級集団形成モ

デルを作成した（河村,2010,註 6）。「学級」

を単位として集団指導する日本の学校では，

児童の学習は個人的な過程であるとともに，

「学級」の影響を強く受け・与える社会的な

ものであることを指摘した。 

小学校と比較して，生徒指導面と学習指導

面での問題行動の増加が顕著な中学校では，

学級集団の問題の研究は，小学校に勝るとも

劣らず学校現場の要請が高いと考えられる。 

生徒は思春期にあたり，親からの心理的離

乳に伴う不安から，仲間との親密なかかわり

を希求する時期であり，仲間関係が適応にか

かわる特に重要な要因としてあげられ，児童

期に比べて同質性を重視したつきあい方が

増加することが指摘されている（榎本，2003,

註 7）。このような仲間関係 

の発達的変化は，学級内の仲間関係の状態や

ソーシャル・スキルの発揮の仕方，対人行動

を規定する認知傾向や動機に，児童期とは異

なる変化をもたらすことが予想される。さら

に，このような変化の中で，発達障害等の特

別な配慮を必要とする生徒はより適応に苦

慮し，二次障害を引き起こす 

可能性も危惧される。 

学級集団が教育環境として生徒が互いに

建設的に切磋琢磨するような状態と，相互に

傷つけあい防衛的になっている状態とでは，

生徒の対人交流・集団活動意欲，学習意欲，

進路意識に有意な差が生じることが推測さ



れる。対人関係が希薄化した現代の生徒が集

う学級において，その集団作用が生徒の対人

交流・集団活動意欲，学習意欲，進路意識を

高めるような学級集団形成のメカニズムの

解明と，それに基づく学級集団形成モデルの

開発が課題となると思われる。 
 
２．研究の目的 
 本研究は，学級集団の状態を規定する特

定の要因が，中学生の対人交流・集団活動意

欲，学習意欲，進路意識を向上させるのかを

明らかにすることだけが目的ではない。諸々

の学級集団の要因の相互の関係を検討し，学

級集団発達のプロセスに位置づけて整理し，

建設的な学級集団形成モデルを提案するの

が目的である。どのような学級集団の機能を，

より効果的な順序と指導行動で形成すれば

よいのかを実証的に検証し，教師が学級経営

を行う際の指針となるガイドラインを作成

し，提案することが目的であった。 
 
３．研究の方法 

 本研究は，以下の 4 段階で進めた。 

(1)学級集団の状態と生徒の対人交流・集団活

動意欲，学習意欲，進路意識との関係，学級

集団の状態を規定する要因を，1 年の中で 4

回にわけて調査・分析した。 

①調査対象学級は，次の条件に該当した中学

校 5 校×各学年×3 学級の合計 45 学級であ

った。 

・1 学級の実際の生徒数が 25 人～34 人規模

の標準的な学級とした 

・対象となる学級は地域特性が偏らないよう

にサンプリングした 

・地域特性----都市部，住宅地，商工業地，農

水産地域 

②特定の学級だけの抽出になるとバイアス

がかかるため，単学級以外の学校で，全学級

の協力が得られ，かつ，特定の教科や活動の

県や市の教育委員会指定を受けていない学

校の学級を対象とした。 

③調査時期は，先行研究で学級集団の形成で

変化が大きいと指摘のある学期初めの 5 月，

学級編成後 3 ヵ月後の 7 月，夏休みを経て学

校行事が一段落する 11 月，学年末の 2 月，

の 4 時点で実施した。 

④調査は研究協力者が分担して学校訪問し，

調査・観察を行った。 

(2)分析結果を整理し，学級集団のいくつかの

発達過程とそれを規定する要因を見出した。 

①データ入力・分析・整理は，研究協力者の

協力を得て進めた。 

 なお，(1)(2)の調査・分析を 2 年間継続し

て行った。 

(3)目的とする学級集団形成の発達モデルを

抽出し，学級集団の状態を規定する要因を整

理した。 
(4) (3)で得られた成果を，関連学会発表，論
文執筆，著書出版を行い，広く成果を発信し
た。 
 
４．研究成果 

 研究の成果は，以下の 3 点に集約される。 

（1）学級集団の状態と生徒の対人交流・

集団活動意欲、学習意欲、進路意識を向上

させる学級集団形成のモデルを開発し，公

刊することができた。同時に，中学生が集

団化するための適切な対応の必要性、学級

集団発達に要する期間の延長、負の発達を

防止するための発達段階ごとの対応につい

ても実証的に明らかにすることができた。 

（2）教師が担任する学級集団の状態・教

育作用をチェックすることができる測定尺

度を作成し交換することができた。 

（3）3 年間の研究成果について，学会発表，

論文執筆，著書出版を行い，成果を発信す

ることができた。 

 これらの研究成果は，教師の学級経営の

展開の仕方に活用することができ，学級集

団の問題の予防にも応用することができる

点に意義があると考える。 
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